
 

 

 

物  質  名 4, 4'-メチレンジアニリン ＤＢ－53 

別  名 

4,4’-ジアミノジフェニルメタン 
4, 4'-メチレンジアミン 
p, p'-ジアミノジフェニルメタン 
4, 4'-メチレンビスベンゼンアミ

ン 
CAS 番号 101-77-9 
PRTR 番号 第 1 種 340 
化審法番号 4-40 

構 造 式 
 

 

分子式 C13H14N2 分子量 198.26 
沸点 398～399℃ 1) 融点 91.5～92℃ 1) 
蒸気圧 1 mmHg（197℃）2) 換算係数 1 ppm = 8.11 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） 1.59 3) 水溶性 1.0 g/L（25℃）4) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 264 mg/kg 5)  
 ラット 経口 LD50 517 mg/kg 5)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・ラットに 0、0.008、0.04、0.08％の濃度で飲水に添加して 3 ヶ月間投与し、4 週間の回復期間

をおいた結果、0.04％以上の群の雌雄で体重増加の抑制、貧血、赤血球数の減少、血清中の

ALP、ALAT、ASAT、尿素、ビリルビン及びコレステロールの濃度上昇がみられ、平均赤血

球容積、平均赤血球ヘモグロビン量及び網状赤血球数の増加に対応したヘモグロビン濃度及

びヘマトクリット値の低下がみられた。また、0.04％以上の群の雄では総タンパク質濃度の

上昇、カリウム濃度の低下がみられた。0.08％群では、雌雄で白血球数及び好中球分画の増

加、プロトロンビン時間の延長、肝小葉周辺の線維症を伴う細胆管の過形成、甲状腺の濾胞

上皮細胞肥大及び腺組織のびまん性過形成がみられ、肝臓の傷害は現われなかったが、甲状

腺濾胞上皮細胞に対するわずかな刺激がみられた。さらに、雌ではリンパ球分画が減少した。

これらの結果から、LOAEL は 0.08％（雄で 7.5 mg/kg/day、雌で 8 mg/kg/day 相当）であった
6) 。 

・マウスに 0、0.02、0.04、0.08、0.16、0.32％の濃度で飲水に添加して 14 日間投与した結果、

0.08％以上の群で体重増加の抑制及び生存率低下がみられ、0.32％群で全数が死亡した。暴露

に関連した血液成分の変化、組織の病理変化はみられなかった。これらの結果から、NOAEL
は 0.04％（雄で 77.6 mg/kg/day、雌で 57 mg/kg/day 相当）であった 7) 。 

・ラットに 0、0.0025、0.005、0.01、0.02、0.04、0.08％の濃度で飲水に添加して 90 日間投与し

た結果、0.02％以上の群の雌雄で飲水量の減少がみられ、0.04％以上の群の雌雄で胆管上皮過

形成、腺腫性甲状腺腫がみられ、雄では甲状腺の濾胞上皮細胞過形成、雌では体重増加の抑

制がみられた。また、0.08％群の雌雄で下垂体の好塩基性細胞肥大がみられ、雄では体重増

加の抑制がみられた。これらの結果から、NOAEL は 0.01％（雄で 7.1 mg/kg/day、雌で 7.5 
mg/kg/day 相当）であった 7) 。 

・マウスに 0、0.0025、0.005、0.01、0.02、0.04％の濃度で飲水に添加して 90 日間投与した結果、
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0.02％群の雄及び 0.04％群の雌で体重増加の抑制がみられ、0.04％群の雌雄で胆管上皮過形成

がみられた。これらの結果から、NOAEL は 0.01％（雄で 11.4 mg/kg/day、雌で 14.4 mg/kg/day
相当）であった 7) 。 

・ラットに本物質の塩酸塩を 0、0.015、0.03％の濃度で飲水に添加して 103 週間投与した結果、

0.015％以上の群で甲状腺の濾胞上皮細胞の嚢胞変性及び過形成の発生率に増加がみられ、

0.03％群の雄で腎臓の石灰化がみられた 7) 。これらの結果から、LOAEL は 0.015％（雄で 9 
mg/kg/day、雌で 10 mg/kg/day 相当）であった。 

・モルモットに 0、440 mg/m3 を 2 週間（4 時間/日、5 日/週）吸入させた後、皮膚及び気道への

感作性を試験した結果、皮膚及び気道への刺激性、感作性はみられず、肝臓及び腎臓の変化

もみられなかったが、網膜で光受容細胞及び色素上皮層の変性、肺で肉芽腫、肉芽腫性肺炎

がみられた 8) 。これらの結果から LOAEL は 440 mg/m3（暴露状況で補正：52.4 mg/m3）であ

った。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・ マウスに 0、150 mg/kg/day を、妊娠 1 日目から 18 日目まで混餌投与した結果、吸収胚、仔の

奇形、体長・体重の変化等の影響はみられなかった 9) 。これらの結果から、NOAEL は 150 
mg/kg/day であった。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・1965 年に英国エッピング地方で本物質に汚染された小麦粉から作ったパンを食べた 84 人で、

数時間から 2、3 日以内に上腹部痛が起こり、その後黄疸が現われ、血清中のビルビリン、ア

ルカリフォスフェターゼ及びアスパラギン酸アミノトランスフェラーゼの濃度上昇がみられ

た。また、肝臓の生体組織検査では肝実質細胞及び胆管の傷害を認め、傷害は初期に炎症が

現われ、その後肝小葉中心の胆汁うっ滞、肝細胞壊死及び変性へ進行した。死亡者はなく、

全員が数週間以内に回復した 10,11) 。なお、暴露濃度は 3 mg/kg と推定された 12) 。 
・ 1966～1972年の間に絶縁体製造工場でエポキシ樹脂に粉状の本物質を混ぜる作業を行った若

い男性労働者 12 人で黄疸を伴う発熱が現われ、本物質の経皮吸収によるものと推定された。

発症時における本物質の作業場での気中濃度は 0.81 mg/m3 であった。また類似の症例では、

別の工場で本物質を粉状にする作業を行った労働者が作業開始 3 日後に肝炎を発症した。こ

れらの症例では、全員が発症後 10 週間以内に回復した 13) 。 
・本物質を含むエポキシ樹脂を床に塗っていた労働者 4 人が急性肝炎を発症した。4 人のうち 2

人が数ヶ月後に本物質に暴露して再び肝炎を発症し、うち 1 人で回復期間の長期化がみられ

た 14) 。 
・1975～1984 年に、8247 人の患者（疾患不明）に本物質をパッチテストした結果、7.1～15%の

患者が接触アレルギーを示した 15) 。 
・本物質で汚染された工場の側溝を清掃した労働者で、顔、首、手首の広い範囲にかゆみのあ

る丘疹状の小水疱性発疹が現われた 16) 。 
・ポリウレタンの成形工場で、成形作業に従事した女性労働者 2 人の顔、首にかゆみのある丘

疹状／小水疱性の発疹が現われ、工場で触媒として使用されている本物質及びメチレン ビス

（4-シクロヘキシルイソシアナート）でパッチテストした結果、陽性の反応が得られた 17) 。

・本物質 4.1～8.1 mg/m3 で呼吸器系が刺激され、32.4 mg/m3 で眼に痛みのある刺激を生じる 18) 。

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価：2B 4) 
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実験動物では発がん性が認められるものの、ヒトでの発がん性に関しては十分な証拠がない

ため、IARC の評価では 2B（ヒトに対して発がん性が有るかもしれない）に分類されている。

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 

 ACGIH 18) TLV-TWA 0.1 ppm（0.81 
mg/m3） 

 

 日本産業衛生学会 19) 0.4 mg/m3  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた LOAEL 7.5 mg/kg/day（体重増

加の抑制、貧血など）を採用し、LOAEL であるため 10 で除し、さらに試験期間が短いことか

ら 10 で除した 0.075 mg/kg/day を暫定無毒性量等に設定する。 
吸入暴露については、ヒトの許容濃度 0.4 mg/m3（肝障害）を採用し、暴露状況で補正した 0.08 

mg/m3 を暫定無毒性量等に設定する。 
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